
１． 世界で進展する農業灌漑用下水再生水プロジェクト

田中 宏明・岡本誠一郎

大規模な灌漑の開発は，急速な都市人口の増加や工業化とと
もに，水資源の枯渇をもたらしている。灌漑用水は世界の水消
費量の４分の３を占めているため，水使用量を削減しつつ，
農業需要を満たすため新たな水資源を見出すことが，水資源問
題解決への鍵となると考えられている。この一つの解決法とし
て下水処理水の再利用があり，世界的にその重要性が認識さ
れ，拡大している。本報では，下水処理水の再利用の利点，再
生水のリスクマネジメントの必要性，海外での下水処理水の農
業利用，わが国での下水処理水の農業利用，下水再生水のチャ
レンジとして現在実施している研究プロジェクトを概説する。

（水土の知７９－１１，pp．３～６，２０１１）
下水処理水，再生水，農業用水，灌漑，病原
微生物，化学物質，再利用

２． 水田での再生水利用の現状と発展性

治多 伸介・中矢 雄二

下水再生水の水田への灌漑水としての利用には，日本のみな
らず世界各国で期待が高まっている。本報では，日本での再生
水の水田利用の現状や，これまで日本で得られてきた主な知見
をとりまとめ，今後の発展性を論じた。すなわち，従来から広
く行われてきた「再生水の希釈利用や減肥条件下での利用」の
背景と重要性を示すとともに，近年の高度処理技術の発展に伴
う，通常の施肥条件下における「再生水の無希釈利用」の普及
への期待を示した。さらに，再生水のため池貯留の有効性や，
窒素・リンと，それ以外の成分についての再生水の肥料効果と
水田での水質浄化効果についても言及し，それらの効果の活用
が，今後の再生水利用のさらなる発展性に大きく寄与する可能
性を示した。

（水土の知７９－１１，pp．７～１０，２０１１）
下水処理水，水再生利用，農業集落排水，水
田灌漑水，水質浄化，資源再利用，ため池

３． 沖縄県における施設農業での再生水灌漑利用適用性評価

比嘉 明美

沖縄県本島南部地域に位置する島尻地域では農業用水は小規
模なため池や河川水，地下水の汲上げに頼っており不安定なも
のとなっている。このため，これらの地域での農業用水源のひ
とつとして，再生水（下水再生処理水）の利活用に着目し，新
たな農業用水の水源としての可能性について検討した。再生水
中に含まれる窒素を利用した窒素肥料の低減効果については判
然としなかった。塩類濃度が高い処理水の散布はカルシウムの
吸収を抑制することが示唆され，栽培後の土壌の化学性は再生
水区で水道水区に比べ EC，交換性ナトリウムの増加が確認さ
れた。施設栽培では塩類集積作用がより一層発生しやすので塩
類濃度の高い処理水の利用は希釈利用が必要になる。

（水土の知７９－１１，pp．１１～１５，２０１１）
施設栽培，再生水利用，塩類濃度，窒素濃度，
EC

４． 再生水の生産技術と農業利用への展開

高畠 寛生

現在，世界各国で下水再生水の農業利用展開が進んでいる。
その再生水生産として従来から利用されている技術は，下水二
次処理水を凝集（沈殿）処理した後，砂ろ過して濁質を除去し，
さらに殺菌処理する方法である。一方，特に設置面積の削減，
処理水質の安定性などから，膜を利用した再生技術が急速に普
及してきている。再生水の農業利用展開においては，その安全
性が求められる。特に，ウイルスは，限外ろ過（UF）膜の孔
径と大きさがほとんど同じであるために完全な除去が困難であ
る。そこで，本報では，UF膜処理技術で米国カリフォルニア
州の Title２２で求められるウイルス除去率５．２logを達成する
ための研究を中心に整理した。

（水土の知７９－１１，pp．１７～２０，２０１１）
下水再利用，農業用水，膜，ウイルス，Title
２２
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再生水の農業利用に関する動向と課題

特集の趣旨
限られた水資源を有効に利用するため，下水処理水を再生し農業に利用することに世界的な感心が高まっている。アメ
リカ（カリフォルニアなど）やイスラエルは再生水の農業利用に積極的で，ISOにおいて国際基準の策定の動きも出て
いる。わが国においても水利用の多様化や水不足などにより，このような需要が高まることも考えられる。本特集では，
国外での事例紹介，世界的な動向，再生水利用に期待できることを中心に，再生水の農業利用における現状と課題などを
特集する。



５． 再生水の農業利用におけるわが国の現状と
国際規格化の動き

�田 康治・白谷 栄作・人見 忠良

限られた水資源を有効に利用するため，下水処理水の再利用
（再生水利用）が着目されている。乾燥地などでは再生水の農
業利用にも積極的であり，国際標準化機構では２０１３年に処理
排水の灌漑利用に関するガイドラインを作成する予定である。
わが国における再生水の農業利用は，年間の農業用水利用量の
約０．０２％にすぎないが，ISO国際規格への対応として再生水
の農業利用に関して科学的な情報を蓄積し何らかのガイドライ
ンなどを準備する必要がある。また，科学的な検証に裏付けさ
れた安全性を確保するだけでなく，消費者に食の安全とリスク
管理について正しく理解してもらうためのさまざまな努力も求
められる。

（水土の知７９－１１，pp．２１～２４，２０１１）
下水処理，灌漑用水，リスク管理，ISO，畑地
灌漑，農業用水基準

（報文）
ラオスにおける灌漑施設の管理移管政策

渡邉 和眞・小谷 匡

ラオスでは１９９０年代中頃から本格的な灌漑開発がはじま
り，アジア開発銀行やオランダの支援により，灌漑政策にかか
る法制度の整備や組織強化などが進められるとともに，灌漑施
設の農民への管理移管政策が導入されたが，維持管理に関する
農民組織への技術指導などは十分に行われず，組織の管理運営
能力も不十分であった。この結果ポンプ施設や幹線水路の維持
管理に支障をきたし，折からの燃料費高騰などもあっ
て，２００２年以降灌漑栽培面積は減少に転じ，２００５年には
６１，０００haまで落ち込んだ。本報では，このような状況に関し
て移管制度や現場の実態について報告するとともに調査データ
を用いて分析し，ラオスにおける今後の灌漑開発の進め方につ
いて考察する。

（水土の知７９－１１，pp．２５～２８，２０１１）
灌漑開発，管理移管，水利組合，IMT，WUA，
ラオス

（報文）
頭首工および用排水機場における補修の傾向分析

山下 正

土木構造物と施設機械から構成される頭首工および用排水機
場の補修は，地域の営農，気象，管理方法などに沿って実施さ
れている。完成直後からの平均的な傾向が把握できれば，個別
施設の適時適正な補修の判断に役立つと考えられる。しかしな
がら，完成直後からの補修費，補修間隔の推移の分析はこれま
で行われていない。そのため，全国の完成直後からの補修記録
を，土木構造物と施設機械に分類するとともに，平均補修費や
平均補修間隔の推移などを分析し，頭首工および用排水機場に
おける補修の傾向を取りまとめた。その結果，平均補修費は年
数が経つに連れて増加する傾向があること，ゲートの塗装など
の平均補修間隔は１回目よりも２回目が大きいことなどが明
らかとなった。

（水土の知７９－１１，pp．２９～３２，２０１１）
頭首工，排水機場，用水機場，土木構造物，
施設機械，補修費，参考耐用年数

（技術リポート：北海道支部）
水田圃場整備整地工における温室効果ガス排出量の実態

赤坂 浩・高木 優次

農業農村整備事業の工事の実施段階で排出される温室効果ガ
ス（GHG）は，整備工種・工法により発生様態は異なる。整
地工の工事における GHGの排出は，建設機械の稼働によるも
のが主体であり，GHG排出量削減の可能性の検討と削減への
取組みのために，圃場整備（整地工）の工事段階の GHG排出
実態を把握した。調査の結果，標準切盛工法の GHG排出量
６．７１t―CO２／haに比べ，施工時間・消費燃料の少ない反転均平
工法は１．１６t―CO２／haで，５．５５t―CO２／ha削減されることがわ
かったことから，施工条件に適応する圃場では，反転均平工法
を積極的に採用すべきと考える。

（水土の知７９－１１，pp．３４～３５，２０１１）
水田圃場整備，整地工，反転均平工法，基盤
切盛工法，温室効果ガス

（技術リポート：関東支部）
女男石頭首工魚道における改築計画と遡上調査

前多 陽子・島田 晃成

両筑平野用水二期事業では，事業の一環として女男石頭首工
の改築工事を実施し，平成２３年５月に改築工事が完了した。
改築前の魚道は，勾配が急で，流速が速く魚類が遡上しにくい
状況であった。そこで既存の魚道の構造を活かしつつ改善を図
るため，流下速度の低減のための隔壁，流末部における落差の
低減のためのプールおよび流末部での流量低減による集魚効果
の低減の防止のための呼び水水路をそれぞれ設置する計画を策
定した。また，魚道改築の効果を把握するために模擬的に現地
での試験を実施した結果，遡上数の増加を確認した。本報は，
女男石頭首工魚道の改築計画，改築前の状況と現地試験による
遡上調査結果について紹介する。

（水土の知７９－１１，pp．３６～３７，２０１１）
魚道，遡上，堰板，呼び水，プール

（技術リポート：京都支部）
地域住民の直営施工による鳥獣害対策

小橋 成行・下浦 隆裕

平成１４年３月，農林水産省から「農業農村整備事業等にお
ける農家・地域住民等参加型の直営施工について」が通知され
た。奈良県では，平成２２年度に県営農地環境整備事業を活用
し，約２１kmに及ぶ広範囲な「鳥獣害防止柵」の設置を直営
施工で実施した。本報では，取組みの状況と直営施工に伴う効
果について紹介する。

（水土の知７９－１１，pp．３８～３９，２０１１）
直営施工，鳥獣被害，鳥獣害防止柵，コスト
縮減，地域資源，コミュニティ，農地環境整
備事業



（技術リポート：中国四国支部）
平成２２年７月の梅雨前線豪雨災害からの復旧に向けて

田邊 直巳・兼久 真二

平成２２年７月に広島県で発生した梅雨前線豪雨災害で
は，５名の尊い人命が失われ，公共施設などでは，総額１８２億
円の被害が発生し，うち農業関係は，３９億円余りの被害と
なった。本報では，この局所的に甚大な被害が発生した災害
の，被災後の対応および復旧に向けた取組みについて報告す
る。また，県が本年度から新たに取り組む，防災・減災対策に
ついても併せて報告する。

（水土の知７９－１１，pp．４０～４１，２０１１）
災害復旧，梅雨前線豪雨，復旧計画，災害査
定，防災・減災

（技術リポート：九州支部）
ため池の洪水吐における「らせん流水路」の適用

佐藤 和亮

満川ため池は沖縄県本島北部名護市に位置する農業用ため池
で，現在県営ため池等整備事業により改修を行っている。築造
後４０年余りが経過し，洪水吐については断面不足に加え老朽
化により改修が必要となった。当初設計では USBRⅢ型減勢
工を採用したため，その終端部が大型化し，周辺樹木を伐採す
る必要に迫られた。そこで，施設規模が小さい「らせん流水路」
の適用について検討した。その結果，設計洪水量と現地地形条
件から不等流計算を行い，本地区におけるらせん流水路の適用
が可能であることを示した。さらに，小型化にともない，約４
割のコスト縮減になることと伐採が不要になり，環境への負荷
が軽減できることを明らかにした。

（水土の知７９－１１，pp．４２～４３，２０１１）
らせん流水路，ため池，洪水吐，減勢工，不
等流計算
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